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地域包括ケアシステムとアンケート調査結果 

（高齢者利用意向調査・在宅介護実態調査結果について） 

 

（第 7期計画 P.35から抜粋） 

 

■本市の地域包括ケア 

本市の目指す地域包括ケアの姿は、高齢者を取り巻く今後の環境変化やさらなる価値観の多様化にも柔

軟に対応しつつ、高齢者の尊厳と安心の確保をキーワードに、市民・事業者・行政等の多様な主体が、

地域包括ケアを自らの課題、地域の課題として捉え、これまで以上に目標や課題を共有し、お互いに協

力しながら、高齢者はもとより、誰もが住み慣れた地域の中で、共に支え合い、できるだけ長く自立し

た生活が送れる地域福祉社会を構築していくことであると考えます。 

 

その実現に向けては、 

 

❶ 高齢者のみならず市民自らが、自身や家族の健康に関心を持ち、健康の維持・増進、介護予防に積

極的に取り組む意識を高め、実践していくことが重要です。 

❷ 高齢者本人とその家族が、療養や介護が必要になった際の支援のあり方、終末期における看取りや

ケアのあり方などについて、できるだけ早い段階から関心を持つ意識づくりを進めることが重要です。 

❸ 介護事業所のみならず市内の各企業がその企業活動の中で、従業員の健康づくりや介護予防に取り

組むとともに、社会貢献活動の充実を図ることが重要です。 

❹ 認知症の人の増加が見込まれる中、地域住民の認知症に対する適切な理解や専門機関を含めた認知

症の人を支えるネットワークづくり、早期発見・早期対応に向けた集中的な支援体制の構築が必要です。 

❺ 医療・介護・介護予防・住まい・生活支援の各サービスが一体的に提供できる体制を構築しつつ、

各サービスが支援を求める高齢者に行き届くことが重要です。 

❻ 行政、地域包括支援センター、市社会福祉協議会、地域団体、事業者、専門機関などの支援に携わ

る関係機関、団体が、適切に情報共有する中で、相互に連携・協力し、重層的かつ効果的な地域におけ

る支え合いの仕組みづくりを進めることが重要です。 

❼ 様々な主体のつながり（連携・協力体制）を強化し、一方通行になりがちな個々の「点」の取組か

ら、相互に情報共有し必要な連携を行う「線」の取組へ、そして「線」の取組から必要なサービスを一

体的に提供し、包括的に支援する「面」の取組へと深化させていくことが重要です。 

 

 ※第 7期計画本編では❶❷など数字ではなく「〇」で表記しています。 

（便宜上、当資料では番号をつけています。） 
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地域包括ケアの実現に向けたポイントと調査結果 

第 7期計画（包括ケア実

現のポイント） 
調査結果のポイント 

❶ 高齢者のみならず市民

自らが、自身や家族の

健康に関心を持ち、健

康の維持・増進、介護

予防に積極的に取り組

む意識を高め、実践して

いくことが重要です。 

○「健康」と答えた人は未認定者で８割、要支援者で４割。 

○治療中の病気の１位は「高血圧」（○未34.9％○支42.5％○介41.4％）。 

○特定健診等の利用者は減少（○未51.2→43.5％）。利用しない理由は「持病

があり定期受診をしている」（46.8％）、「手続きや出向くことがわずらわしい」

（17.3％）。 

○生活習慣病予防・口腔・食生活改善に関する教室への参加意向は低い（参加

したい人は○未○支で１～２割。○介は１割に満たない） 

○未認定者の喫煙率は男性 21.0％、女性 5.9％（Ｈ30 国民健康・栄養調査

では男性 22.3％、女性 4.9％※60歳以上） 

○週１回以上の運動習慣者は４割（○未47.4％○支40.9％） 

○転倒が不安と感じる人は○未46.4％○支85.0％） 

○約８割が介護予防に「関心あり」（○未77.7％○支82.5％）。 

○100 万歩運動は約半数が知らないが、未認定者は微増（○未 449.8→55.1％

○支42.7→43.1％）。今後取り組みたい人は１割（○未15.5％○支8.0％）、

半数が「わからない（○未51.5％○支45.9％）。 

○いきいき百歳体操は多くの人が知らないが微減傾向（○未 464.4→61.9％○支
56.7→48.7％○介 467.6→63.6％）。今後参加したい人は１割に満たない

（○未9.4％○支7.0％○介3.3％）。 

 

❷ 高齢者本人とその家

族が、療養や介護が必

要になった際の支援のあ

り方、終末期における看

取りやケアのあり方などに

ついて、できるだけ早い

段階から関心を持つ意

識づくりを進めることが重

要です。 

○最期に過ごしたい場所を話し合ったことがある人は２～４割で、前回と変わらず

（○未28.2→25.8％○支27.4→31.6％○介37.6→39.8％）。 

○最期の過ごしたい場所を今後話し合いたい人は３～４割（○未 442.0％○支
40.4％○介31.2％）。 

○延命治療は望まない人は６～７割で、要介護は大きく増加（○未 471.2→

75.8％○支64.5→67.0％○介55.2→66.4％）。 

○延命治療について話し合ったことがある人は４割で、前回と変わらず（○未 447.6

→44.0％○支41.3→38.5％○介39.3→41.4％）。 

○人生の最期を迎えるにあたり気がかりがある人は３割（○未 435.2％○支 432.3％

○介29.2％）。 

 

❸ 介護事業所のみならず

市内の各企業がその企

業活動の中で、従業員

の健康づくりや介護予防

に取り組むとともに、社会

貢献活動の充実を図る

ことが重要です。 

○地域活動等の意向は約半数が参加したくないと答えているが、未認定者の１割

に参加意向あり（○未 414.4％○支 45.5％○介 41.1％）。約半数が「参加したくな

い」。 

○未認定者が取り組みたい地域活動等の内容は「趣味の集まり」「清掃活動」。 

○「生活支援サポーター」を知っている人は１割（○未13.4％○支12.9％）。 

○「生活支援サポーター」への参加意向は低い（○未5.0％○支2.8％）。 

❹ 認知症の人の増加が

見込まれる中、地域住

民の認知症に対する適

切な理解や専門機関を

含めた認知症の人を支

えるネットワークづくり、早

期発見・早期対応に向

けた集中的な支援体制

の構築が必要です。 

○認知症自立度Ⅱa以上の人は○支24.3％○介73.0％。 

●介護者が不安に感じる介護の内容として「認知症状への対応」は 22.2％（○支
11.2％○軽33.2％○重20.9％） 

○認知症に関する相談窓口は約７割が知らない状況（○支 479.6％○介
72.9%）。 

○認知症の予防活動に取組む必要を感じない人は未認定者で 21.8％、要支援

者で 13.5％。 

結果の見方 

○＝高齢者意向調査 

●＝在宅介護実態調査 
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第 7期計画（包括ケア実

現のポイント） 
調査結果のポイント 

❺  医療・介護・介護予

防・住まい・生活支援の

各サービスが一体的に提

供できる体制を構築しつ

つ、各サービスが支援を

求める高齢者に行き届く

ことが重要です。 

○最期に過ごしたい場所は「自宅」。要支援で大きく増加（○未56.8→60.8％○支
50.2→62.0％○介65.4→64.6％）。 

○「かかりつけ医」がいる人は増加（○未 458.2→68.8％○支 470.5→79.1％○介
70.5→85.6％）。 

○生活支援サービスは多くが利用したことがなく、特に未認定者で多い（○未
76.2％○支42.2％○介44.4％）。 

○今後利用したいサービスは「通所介護」「訪問介護」「福祉用具貸与」がベスト

３。 

○求める施策で「医療体制の充実」は３割とベスト３にランク（○未 429.1％○支
28.1％○介28.1％）。 

○求める施策で「介護家庭への支援」は２～４割で、ベスト３にランク（○未
27.8％○支27.0％○介41.1％）。 

○求める施策で「入所施設の充実」は 2～３割。未認定・要介護でベスト３に

（○未30.3％○支25.2％○介32.1％）。 

○施設を利用したい人は要支援者で7.4％、要介護者で16.6％。要介護３以上

は 25.6％。 

●自宅の乱雑さで相談が必要な人は 4.7％。家族からの介護が少ない人のほうが

乱雑になっている。 

 

❻ 行政、地域包括支援

センター、市社会福祉協

議会、地域団体、事業

者、専門機関などの支

援に携わる関係機関、

団体が、適切に情報共

有する中で、相互に連

携・協力し、重層的かつ

効果的な地域における

支え合いの仕組みづくり

を進めることが重要で

す。 

 

○日中独居は６～７割程度（○支78.9％○介66.3％）。 

○近所づきあいは「あいさつ程度」が３割（○未 437.3％○支 435.6％○介 435.4％）

で、３年前と変わらず。 

○災害時に声をかけてほしい人は「近所や地域の知り合い」が 1 位（○未 441.0％

○支42.0％○介35.9％）。 

●働いている介護者が求める手助けの１位は、「留守時の家庭での安否確認」が約

５割（○支53.3％○軽47.6％○重41.5％）。 

●利用したい生活支援サービスで「見守り、声かけ」は２番目に高い（○支 49.7％

○軽22.9％○重27.2％）。 

●ひとり暮らし高齢者は、ほかの世帯構成の人より利用したいサービスの種類が多く、

特に「掃除・洗濯」「見守り、声かけ」への意向が高い。 

○地域包括支援センターを利用したことがない人は、○未 475.3％○支 427.9％○介
42.9％。利用したことのある人のうち、７割以上の人が利用して満足と答えてい

る。 

❼ 様々な主体のつながり

（連携・協力体制）を

強化し、一方通行になり

がちな個々の「点」の取

組から、相互に情報共

有し必要な連携を行う

「線」の取組へ、そして

「線」の取組から必要な

サービスを一体的に提供

し、包括的に支援する

「面」の取組へと深化さ

せていくことが重要です。 

 

 

結果の見方 

○＝高齢者意向調査 

●＝在宅介護実態調査 


